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財
政
運
営
適
正
化
計
画
に
よ
る
具
体

的
方
策
を
目
標
ど
お
り
実
施
し
た
場
合

で
も
、
平
成
25
年
度
ま
で
は
全
て
の
財

源
不
足
の
解
消
が
で
き
な
い
た
め
、
基

金
の
取
り
崩
し
に
よ
り
収
支
の
均
衡
を

図
る
必
要
が
あ
り
、
わ
ず
か
な
財
政
調

整
基
金
を
保
ち
な
が
ら
の
財
政
運
営
を

続
け
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
ま
た
、
平
成
29
年
度
に
は
再
び
基
金

の
取
り
崩
し
を
せ
ざ
る
を
得
な
い
状
況

と
な
り
ま
す
。

　
こ
れ
は
、
職
員
数
の
削
減
、
事
務
事

業
の
見
直
し
、
公
債
費
負
担
の
適
正
化

な
ど
に
よ
り
経
常
経
費
は
大
き
く
減
少

す
る
一
方
で
、
少
子
高
齢
化
対
策
に
伴

う
社
会
保
障
費
が
年
々
増
加
し
、
下
水

道
事
業
に
つ
い
て
は
事
業
費
の
平
準
化

な
ど
健
全
化
策
を
実
施
し
て
も
、
今
ま

で
の
積
極
的
な
整
備
に
伴
う
多
額
の
市

債
発
行
の
影
響
で
、
後
年
度
の
償
還
金

に
伴
う
繰
出
金
が
大
き
く
増
加
す
る
こ

と
が
主
な
要
因
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
余
裕
の
あ
る
財
政
運
営
を
行
う
た
め

に
は
、
計
画
を
上
回
る
取
り
組
み
を
行

い
、
財
源
不
足
の
解
消
を
図
ら
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

　
市
債
発
行
の
抑
制
効
果
は
、
取
り
組

み
の
数
年
後
に
現
れ
る
た
め
、
公
債
費

は
平
成
21
年
度
が
ピ
ー
ク
で
、
平
成

26
年
度
ま
で
は
高
い
水
準
で
推
移
し
ま

す
。
こ
の
結
果
、
平
成
29
年
度
に
は
市

債
残
高
は
、
平
成
15
年
度
の
水
準
、
公

債
費
は
平
成
13
年
度
以
降
最
も
低
い
水

準
ま
で
減
少
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
本
市
は
平
成
18
年
度
決
算
に
お
け
る

実
質
公
債
費
比
率
で
、
19
・
５
％
と
基

準
で
あ
る
18
％
を
超
え
、
市
債
発
行
に

つ
い
て
許
可
が
必
要
と
な
っ
た
こ
と
か

ら
、
実
質
公
債
費
負
担
の
適
正
な
管
理

を
計
画
的
に
行
う
た
め
、「
公
債
費
負

担
適
正
化
計
画
」
を
策
定
し
、
国
の
管

理
の
も
と
計
画
範
囲
内
で
事
業
を
実
施

す
る
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　
こ
の
計
画
は
、
財
政
運
営
適
正
化
計

画
か
ら
公
債
費
部
分
に
つ
い
て
抜
き
出

し
た
も
の
で
、
計
画
期
間
は
、
平
成

19
年
度
か
ら
平
成
28
年
度
の
10
年
間

と
し
て
い
ま
す
。

■
健
全
化
に
取
り
組
む
と

■
公
債
費
負
担
の
適
正
化

財政健全化に向けた具体的方策
○具体的方策全体の効果（目標）額

○平成20年度以降の主な具体的方策：（　）内はH20計画効果
　（目標）額

（１）投資的事業の抑制（約8.3億円）
　　・事業計画の見直し（事業の延期・縮小・廃止、事業費の平準化）
　　　など

（２）公営企業会計繰出金の抑制（約4.5億円）
　　・病院再編などによる経営改善、下水道事業資本費平準化債の活
　　　用など

（３）公債費等の抑制（約1.6億円）
　　・公的資金補償金免除繰上償還制度の活用、民間資金の繰上償還
　　　など

（４）人件費の抑制（約1.9億円）
　　・職員数の削減（普通会計等職員数・H17：436人→H20：416人→
　　　H22：405人）、特別職の給料カットの上乗せ、管理職手当のカ
　　　ットなど

（５）事務事業及び内部管理経費の見直し（約3.6億円）
　　・事務事業評価による見直し、施設の統廃合・民営化・指定管理
　　　者制度導入など

（６）各種補助金等の見直し（約0.6億円）
　　・各種団体活動補助金の見直し、単市給付事業の見直しなど

（７）受益者負担の適正化（約0.4億円）
　　・使用料などの見直し（施設使用料、保育料の見直しなど）

（８）市税徴収率の向上

（９）その他の収入の確保（約0.4億円）
　　・遊休未利用地の積極的な処分、企業広告料の新設、ふるさと納
　　　税制度の活用など

財
政
用
語
説
明

○
市
の
会
計

　
市
の
会
計
は
基
本
的
な
経
費
を
経
理
す
る

一
般
会
計
と
、
下
水
道
や
国
民
健
康
保
険
な

ど
特
定
の
事
業
を
経
理
す
る
特
別
会
計
、
病

院
事
業
や
水
道
事
業
を
経
理
す
る
事
業
会
計

か
ら
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。
た
だ
し
、
市
の

財
政
状
況
を
見
る
場
合
は
、
一
般
行
政
部
門

に
関
す
る
「
普
通
会
計
」
と
、
病
院
事
業
や

水
道
事
業
な
ど
に
関
す
る
「
公
営
企
業
会
計
」

と
に
区
分
す
る
の
が
一
般
的
で
す
。
本
市
の

「
普
通
会
計
」
は
、
一
般
会
計
・
住
宅
新
築

資
金
等
貸
付
事
業
特
別
会
計
・
公
共
用
地
先

行
取
得
事
業
特
別
会
計
を
指
し
ま
す
。
ま
た
、

普
通
会
計
以
外
の
会
計
を
ま
と
め
て
「
公
営

事
業
会
計
」
と
い
い
ま
す
。

○
地
方
交
付
税

　
地
方
が
全
国
の
一
定
の
水
準
で
行
政
運
営

が
で
き
る
よ
う
国
か
ら
交
付
さ
れ
る
も
の
で
、

一
定
の
計
算
で
金
額
が
決
ま
る
普
通
交
付
税

と
、
災
害
な
ど
の
特
殊
な
事
情
に
応
じ
て
金

額
が
決
ま
る
特
別
交
付
税
が
あ
り
ま
す
。

○
臨
時
財
政
対
策
債

　
地
方
交
付
税
の
削
減
に
よ
る
地
方
の
財
源

不
足
を
補
填
す
る
た
め
特
例
的
に
認
め
ら
れ

る
市
債
で
、
こ
の
元
利
償
還
金
の
全
額
は
普

通
交
付
税
の
算
定
の
積
算
基
礎
に
算
入
さ
れ

ま
す
。

○
財
政
健
全
化
法

　
財
政
の
健
全
性
に
関
す
る
比
率
の
公
表
を

設
け
、
健
全
化
判
断
比
率
以
上
の
場
合
に
は

財
政
の
早
期
健
全
化
（
財
政
健
全
化
団
体
）

及
び
財
政
の
再
生
（
財
政
再
生
団
体
）
並
び

に
公
営
企
業
の
経
営
の
健
全
化
（
経
営
健
全

化
団
体
）
を
図
る
た
め
の
計
画
を
策
定
す
る

制
度
を
定
め
る
と
と
も
に
、
当
該
計
画
の
実

　施
の
促
進
を
図
る
た
め
の
行
財
政
上
の
措
置

を
講
ず
る
こ
と
に
よ
り
、
財
政
の
健
全
化
に

資
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
も
の
で
す
。

○
健
全
化
判
断
比
率

　
実
質
赤
字
比
率
、
連
結
実
質
赤
字
比
率
、

実
質
公
債
費
比
率
及
び
将
来
負
担
比
率
の
４

つ
の
財
政
指
標
の
総
称
で
す
。い
ず
れ
か
が
一

定
基
準
以
上
と
な
っ
た
場
合
に
は
、
財
政
健
全

化
計
画
ま
た
は
財
政
再
生
計
画
を
策
定
し
、財

政
の
健
全
化
を
図
ら
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

○
実
質
赤
字
比
率

　
一
般
会
計
等
（
普
通
会
計
）
を
対
象
と
し

た
実
質
赤
字
額
の
標
準
財
政
規
模
（
地
方
公

共
団
体
の
経
常
的
一
般
財
源
の
標
準
規
模
を

示
す
も
の
）
に
対
す
る
比
率
で
す
。
本
市
に

お
い
て
は
、
13
・
36
％
以
上
で
財
政
健
全
化

団
体
に
、
20
％
以
上
で
財
政
再
生
団
体
と
な

り
ま
す
。

○
連
結
実
質
赤
字
比
率

　
全
会
計
を
対
象
と
し
た
実
質
赤
字
額
ま
た

は
資
金
の
不
足
額
の
標
準
財
政
規
模
に
対
す

る
比
率
で
す
。
本
市
に
お
い
て
は
、
18
・
36

％
以
上
で
財
政
健
全
化
団
体
に
、
40
％
以
上

で
財
政
再
生
団
体
と
な
り
ま
す
。

○
実
質
公
債
費
比
率

 

公
債
費
と
準
元
利
償
還
金
（
公
営
企
業
へ

の
繰
出
金
の
う
ち
元
利
償
還
金
へ
充
て
ら
れ

た
も
の
な
ど
）
と
の
合
算
か
ら
地
方
交
付
税

で
措
置
さ
れ
る
公
債
費
分
な
ど
を
差
し
引
い

た
値
の
一
般
財
源
に
占
め
る
割
合
で
、
過
去

３
カ
年
の
平
均
で
表
し
、
18
％
を
超
え
る
と

市
債
発
行
に
県
の
許
可
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

25
％
以
上
で
財
政
健
全
化
団
体
に
、
35
％
以

上
で
財
政
再
生
団
体
と
な
り
ま
す
。

○
将
来
負
担
比
率

　
普
通
会
計
の
市
債
残
高
に
加
え
て
将
来
に

わ
た
る
公
営
企
業
や
一
部
事
務
組
合
、
債
務

年度 年度 Ｈ19計画
目標額

Ｈ20計画
効果（目標）額効果額

Ｈ17 Ｈ20
Ｈ21
Ｈ22

Ｈ18
Ｈ19
合計 合計

約0.4億円
約2.7億円
約4.3億円
約7.4億円

約7.9億円
約7.2億円
約5.3億円
約20 .4億円

約9.5億円
約5.6億円
約6.2億円
約21 .3億円

基金残高の推移（財政運営適正化計画）
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市債残高・公債費の推移（財政運営適正化計画）
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（年度）平成

市債残高
公債費17,241
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2,0942,094
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2,1332,133
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公営事業会計への繰出額・公営事業会計の市債残高の推移
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※平成20年度～24年度まで繰上償還を予定しています。

（財政運営適正化計画）
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